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障がい者雇用開拓・体験実習支援事業実施要領 

 

１ 事業の名称 

本事業の名称は「障がい者雇用開拓・体験実習支援事業」（以下「本事業」という。）と

いう。 

 

２  事業の目的 

県内民間企業の障がい者の雇用の促進、雇用率の向上のため、障がい者の雇用について

体験実習を行うことで一歩が踏み出せない企業（事業所）を後押しする。 

併せて本事業への協力を通じて障がいのある求職希望者に雇用を前提としない体験実

習の場を提供する。 

 

３ 事業の支援対象 

（１） 障がい者の雇用を検討する企業（事業所） 

（２） 本事業に協力する障がい者 

 

４ 受入奨励金・参加謝礼金等 

（１） 本事業の趣旨に賛同し、障がい者の雇用を前提としない体験実習について受入可

能な企業（事業所）（常用雇用者が 300 人以下に限る。）は、あらかじめ「障がい者雇用

開拓・体験実習支援事業受入企業情報登録申請シート」（第１号様式）及び「役員等氏

名一覧表」（任意様式）を神奈川県（以下「県」という。）に提出する。 

（２） 県は、（１）の企業（事業所）のうち実際に障がい者の体験実習を受け入れた企業

（事業所）（以下「受入事業所」という。）に対し、受入奨励金として別表１に定める額

を支給することができる。 

（３） 県は、本事業の趣旨に賛同し、（１）で登録した企業（事業所）（以下「登録事業所

という。）において、県が定めた所定の要件で体験実習に協力した障がい者（以下「参

加者」という。）に対し、参加謝礼金として別表２に定める額を支給することができる。 

（４）  県は、参加者を被保険者とする傷害保険及び賠償責任保険に加入し、別表３に定め 

る保険の費用を負担するものとする。 

（５） （２）に規定する受入奨励金、（３）に規定する参加謝礼金及び（４）に規定する

傷害保険及び賠償責任保険については、県予算の範囲内において支払うこととし、上限

に達した場合には、その旨を県ホームページ等に掲載するとともに障害者就業・生活支

援センター等に報告するなど、事業の終了について周知を図ることとする。 

 

５ 事業の実施期間 

事業の実施期間及び受付期間については、各年度において別に定める。 
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６ 体験実習の期間、内容等 

（１）  体験実習の内容については、登録事業所を運営する企業が設定した内容で実施する 

こととする。 

体験実習の期間は登録事業所の営業日で土曜日、日曜日、国民の祝日及び休日（以

下「土日等」という。）を除き、連続する２日から 10 日の間で設定した期間内に実施す

る。（ただし 12月 29 日から１月３日までを含んだ期間設定はできない。） 

また、１日当たりの実習時間は登録事業所の就業時間内において３時間から８時

間（休憩については、各登録事業所の就業規則等による。）の範囲内とする。  

（２）  登録事業所を運営する企業においては、体験実習期間における賃金もしくはそれ 

  に類する金品を参加者に支給してはならない。 

   また、この規定に従わず、当該賃金等を支給した場合、本事業における受入奨励金

は支給しない。 

（３） 登録事業所を運営する企業においては、体験実習の実施に際し、参加者を雇用する

旨の明確な取り決めを行わないことを遵守するものとする。 

（４） 登録事業所を運営する企業においては、参加者の個人情報に関し適切な管理を行う

とともに、実習終了後には速やかに廃棄することとする。 

 

７ 本事業に参加できない企業（事業所） 

  次に掲げる企業（事業所）等は本事業の対象とはならない。 

（１）  国、地方公共団体（公営企業体を含む。）の施設、事業所（指定管理者が運営する 

ものを含む。） 

（２）  県外の企業（事業所） 

（３）  常用雇用者が 300 人を超える企業（事業所） 

（４）  特例子会社 

（５）  就労継続支援Ａ型事業所 

（６）  ９（１）イにより神奈川県警察本部（以下「県警本部」という。）へ照会した結果、 

暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員をいう。）が企業の代表者又は役員に確認された場合 

（７）  その他、本事業において６（２）に規定する行為が過去に確認された企業（事業所） 

  等 

 

８ 本事業に参加できない障がい者 

  次に掲げる障がい者は本事業に原則として参加することができない。 

（１）  特別支援学校、インクルーシブ教育実践推進校など学校教育法に定める学校等の在 

校生 

（２）  体験実習開始時点において在職中の者 

（３）  参加申し込み時点において身体障害者手帳、療育手帳（愛の手帳）もしくは精神障 

害者保健福祉手帳を所持していない者 

（４）  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 国立職業リハビリテーションセン 
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ター、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構神奈川支部 神奈川障害者職業セ

ンター、職業訓練法人神奈川能力開発センター、国立県営神奈川障害者職業能力開発校

等の訓練機関の支援計画に基づく訓練を実施中である者 

（５）  県内の障害者就業・生活支援センター、地域就労援助（支援）センター、就労移行 

支援事業所及び就労定着支援事業所（以下「就労支援機関」という。）を利用していな

い者 

（６）  本事業において、過去に同一企業（事業所）かつ同一職種の体験実習に参加したこ 

とがある者 

（７）  同一の年度内にすでに本事業を利用したことがある者 

（８）  「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律」等に基づく障害福祉サ 

ービス事業所のうち、就労支援機関以外の事業所を利用する者（就労継続支援や自立訓

練等） 

（９）  就労支援機関を利用している場合に、当該就労支援機関を運営する同一の法人が運 

営する事業所において体験実習の参加を希望する者 

（10）  参加を申し出た障がい者が、障がい者雇用に係る就労準備性が整っていないと現 

に利用する就労支援機関が判断した者 

（11）  その他、本事業の利用中に受入事業所に故意に損害を与えたり、体験実習終了後も 

含め、受入事業所の許諾なく内部情報を第三者に提供したりするなど迷惑な行為を行

った者 

 

９ 実施方法 

（１） 県障害者雇用促進センターの体験実習推進員（以下「県推進員」という。）が啓発 

した案件の場合 

  ア 県推進員は、啓発した企業（事業所）に対し、本事業への参加の意向を確認したう

えで、実習開始日の 1 か月前までに「役員等氏名一覧表」（任意様式）を添えた「障

がい者雇用開拓・体験実習支援事業受入企業情報登録申請シート」（第１号様式）を

企業（事業所）から受領し、体験実習の内容及び期間等についてあらかじめ企業（事

業所）と協議し、内諾を得た情報を、就労支援機関に提供する。 

  イ 県は当該個人情報の本人の同意を得たうえでアの「役員等氏名一覧表」（任意様式）

を県警本部に照会し、神奈川県暴力団排除条例（以下「条例」という。）第 10 条に定

める必要な措置（排除）の対象の有無を確認する。 

    確認の結果、条例に基づく排除の対象となる企業であった場合、県への登録ができ

ない旨を「障がい者雇用開拓・体験実習支援事業受入企業不登録通知」（第２号様式）

により相手方に通知する。 

    条例に基づく排除の対象外である場合、申請手続を継続する。 

  ウ 上記のほか、県は、初めて体験実習を受け入れた企業（事業所）から体験実習の終

了後に内諾を受けたうえで、県が実施する「障がい者就労サポートシステム事業」の

登録者に対し、体験実習の内容や期間等に関する情報を提供することができる。 

  エ 県推進員は、本事業への参加の意向を示した障がい者について、現に利用する就労
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支援機関からの情報等を確認した結果、８（10）に該当すると疑われる場合は、当該

就労支援機関に当該障がい者の就労準備性の確立の有無について確認することがで

きる。 

オ 本事業に参加する障がい者が利用する就労支援機関は、参加者及び体験期間等の

決定後、実習開始日の２週間前までに「障がい者雇用開拓・体験実習支援事業参加申

込書兼アセスメント情報チェックシート」（第３号様式）及び「口座振込依頼書（参

加者用）」（第４－１号様式）に口座番号等が確認できる預金通帳の写し等を添付し、

県推進員を通じて県に提出する。 

カ 体験実習実施期間中の立ち会いや現場における援助は、原則として本事業への参 

加を申し込んだ就労支援機関の対応とする。 

キ 受入事業所及び就労支援機関は、「障がい者雇用開拓・体験実習支援事業実施報告

書」（第５号様式、以下「実施報告書」という。）及び受入事業所については「口座振

込依頼書（実施受入事業所用）」（第４－２号様式）に口座番号等が確認できる書類の

写し等を添付し、体験実習の終了後、直ちに県に提出する。 

ク 体験実習の終了時もしくは終了後速やかに、受入事業所、参加者及び就労支援機関 

との間で、体験の振り返りを行う。 

ケ 県は、受入事業所が提出した実施報告書で履行確認し、月内に実施した体験実習に

ついて（ただし連続して翌月まで実施した実習を含む。）月毎にとりまとめ、一覧表

を作成し、実施した月の翌々月末（土日等の場合翌日）までに、参加謝礼金及び受入

奨励金を口座振込依頼書に記載された所定の口座に月毎に振り込む。 

コ 体験実習期間において、参加者の体験中（受入事業所までの往復を含む。）に事故

による負傷等の損害が生じた場合、県が加入する傷害保険及び賠償責任保険の補償の

範囲内で対応する。 

 

（２） 県内の就労支援機関から持ちこまれた案件の場合 

 ア 県推進員は、障がい者が利用する就労支援機関からの申出により体験実習の受入 

れを検討している企業（事業所）について、県への登録を希望する情報を共有し訪問 

するとともに、改めて参加の意向を確認し、実習開始日の１か月前までに、当該企業 

（事業所）から企業の「役員等氏名一覧表」（任意様式）を添えた「障がい者雇用開

拓・体験実習支援事業受入企業情報登録申請シート」（第１号様式）を受領する。 

  イ 県推進員は、９（１）イに基づく県警本部への照会の結果、条例第 10 条に定める

必要な措置（排除）の対象外であることを確認した場合は、体験実習の内容及び期間

等についてあらかじめ登録事業所と協議し、内諾を得た情報を、就労支援機関に提供

する。 

    以下、上記（１）ウ～コと同じ。 

 

10 事故等防止の取組 

  県は、就労支援機関や受入事業所と連携して、以下に掲げる方法により、体験実習実施

中における事故の防止に努めなければならない。 
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（１） 県は、就労支援機関と受入事業所との間で実習に参加する障がい者の健康等に関

する情報が事前に共有されていることを「障がい者雇用開拓・体験実習支援事業参加

申込書兼アセスメント情報チェックシート」（第３号様式）により確認しなければなら

ない。 

（２） 就労支援機関は、参加者の同意に基づいて、参加者の健康等に関する情報を受入事

業所と共有するとともに、「障がい者雇用開拓・体験実習支援事業参加申込書兼アセス

メント情報チェックシート」（第３号様式）を参考にしながら、体験日当日までの体調

の確認の結果について受入事業所に伝えなければならない。 

（３） 受入事業所は、体験実習の開始前に、参加者の当日の体調を実施報告書により確認 

   する。なお、当該参加者が精神状態を含む体調不良等の状況にある場合は、体験実習

を実施せずに、その旨を就労支援機関を通じて県推進員に伝達する。 

 

11 留意事項 

（１）  県は、本事業において受入事業所に経費的負担をさせてはならない。 

（２）  受入事業所及び就労支援機関は、体験実習の開始にあたり、雇用の予約とならな 

  いように注意しなければならない。 

 

12 その他 

  受入事業所及び参加者が、国、地方公共団体から本事業と同趣旨での金銭的な支給を受

けている場合は、この要領を適用しない。 

 

  附 則 

この要領は、令和６年５月１日から施行する。 



 



 



 


